
①－３ 円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

①－３－ア 危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

①－３－イ 危機管理型ハード対策の実施

①－３－ウ 河川防災ステーション等の整備

①－３－エ 避難場所、避難経路の整備
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①－３－ア 危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

【課題】水系に１つも水位計がない水系がある。浸水被害が発生したら重大な被害が発生
するおそれがある箇所に水位計がない。
河川監視用カメラが設置されていないため視覚的に水位確認が行えない。

【主な取組】平成３３年度までに危機管理型水位計１６７箇所と河川監視用カメラ３２箇所
の設置を行う。

危機管理型水位計イメージ
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①－３－イ 危機管理型ハード対策の実施

【課題】築堤区間において越水時に破堤するおそれがある区間がある。
【主な取組】越水時に破堤するまでの時間を稼ぐ目的で危機管理型ハード対策を実施する。

その区間については、堤防点検や河川巡視を行い、必要に応じて順次実施する。

国土交通省HPより
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①－３－ウ 河川防災ステーション等の整備

【現状】水防倉庫の情報を共有し水防活動を実施している。
【主な取組】必要に応じて設置検討を行うが、現状では整備予定なし。

①－３－エ 避難場所、避難経路の整備

【主な取組】必要に応じて設置検討を行うが、現状では整備予定なし。
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②的確な水防活動のための取組

②－１ 水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

②－１－ア 重要水防箇所の確認

②－１－イ 水防資機材の整備等

②－１－ウ 水防訓練の充実

②－１－エ 水防に関する広報の充実

②－１－オ 消防団間での連携、協力に関する検討
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②－１－ア 重要水防箇所の確認

【現状】県内３１９河川１，３４０ｋｍ（片岸距離）を重要水防区域に位置づけている。
水防計画に位置づけ、毎年確認を行っている。

【課題】重要水防区域の範囲が広いため、確認に時間を要している。
【主な取組】毎年出水期前に主な重要水防区域及び冠水箇所などを必要に応じて現地巡視、

確認を行っている。

＜重要水防区域採択基準＞
１ 既往水害で被災した未復旧の箇所
２ 未改修河川で過去に越水、浸食した箇所
３ 既設堤防護岸が低く時間雨量６０ｍｍ程度で浸水、越水の予想される箇所
４ 土石流の顕著な河川で河床埋没のため、破壊要素の強い箇所
５ 水衝部であって洪水時急激に基礎部が洗掘され、破壊崩壊要素の強い箇所
６ 河川沿いの重要道路が被災すれば交通上重大な支障をもたらすことが予想される箇所
７ 改修済であるが、異常埋塞等により甚だしく河積が縮小されている箇所又は、宅地開発等により状

況変化の著しい箇所
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②－１－イ 水防資機材の整備等

【現状】県１３箇所、市町９４箇所に土のう袋約250,000袋などを水防資機材を整備し、
水害に備えている。

【主な取組】毎年出水期前に水防倉庫に備蓄されている資機材の確認を行い、水防計画に
記載、情報共有を図っている。

備蓄内容
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②－１－ウ 水防訓練の充実

【現状】関係機関において水防訓練を実施している。
【主な取組】水防訓練や防災訓練の一部として土のう作りや土のう積みなどの水防工法や、

河川氾濫を想定した避難訓練を実施している。

土のう作り、土のう積み訓練

釜段工訓練 土のう作り体験 避難訓練
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②－１－エ 水防に関する広報の充実

【現状】関係機関が必要に応じて広報活動を行っている。
【課題】消防団員の確保が年々困難になってきており、消防団員に不足が生じてきている。

②－１－オ 消防団間での連携、協力に関する検討

【現状】すべての関係機関が消防団による水防活動を実施している。
県内６５８の消防団分団による水防活動が実施されており、分団間の連携も図られ
ている。

市町 消防団分団数 市町 消防団分団数 市町 消防団分団数

⻑崎市 ７０ 対馬市 ５８ 時津町 １０

佐世保市 ６０ 壱岐市 ３２ 東彼杵町 ８

島原市 ２４ 五島市 ３０ 川棚町 ７

諫早市 ７６ ⻄海市 ５７ 波佐見町 ９

大村市 １５ 雲仙市 ６４ 佐々町 ７

平⼾市 ３０ 南島原市 ８ 新上五島町 ５６

松浦市 ２７ ⻑与町 １０ 計 ６５８

消防団（分団）一覧表
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②－２ 市町庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に係る項目

②－２－ア 災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達

②－２－イ 洪水時の市町庁舎等の機能確保のための対策の
充実

②－２－ウ 大規模工場等の自衛水防に係る取組の推進
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②－２－ア 災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達の充実

【現状】９市町で１３の医療機関が災害拠点病院として指定されており、そのうち１施設
（諫早総合病院）が浸水想定区域内にある。

【課題】河川周辺に施設があるものの水位周知河川や浸水想定区域図が作成されていない。
災害拠点病院等へ河川水位や避難情報などの情報伝達方法が決まっていない。

【主な取組】平成33年度までに２０市町２７河川で水位周知河川の指定、浸水想定区域
図の作成を行い情報提供を行う。
災害拠点病院への情報伝達方法の検討が必要。

②－２－イ 洪水時の市町庁舎等の機能確保のための対策の充実

【現状】９市１３河川の浸水想定区域情報は周知済み。
４市庁舎が浸水想定区域内にあり、それぞれの市町で非常用電源の整備や防災シス
テム等の上層階への移設等の対策を実施している。

【課題】河川周辺に庁舎があるものの水位周知河川や浸水想定区域図が作成されていない
市町がある。
県央振興局が浸水想定区域内にあるため機能確保のための対策検討が必要。

【主な取組】平成33年度までに２０市町２７河川で水位周知河川の指定、浸水想定区域
図の作成を行い情報提供を行う。
浸水想定区域内に庁舎がある関係機関については、機能確保のための対策に
ついて検討を行う。
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②－２－ウ 大規模工場等の自衛水防に係る取組の推進

【現状】浸水想定区域内の大規模工場について、地域防災計画への記載はなされていない。
【主な取組】浸水想定区域図作成後速やかにハザードマップを作成し大規模工場等への情

報提供を行う。
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③－ア 排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水
施設の整備等

③－イ 浸水被害軽減区域の指定

③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組
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③－ア 排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等

【現状】国や５市町がポンプ場や排水ポンプ車を所有している。
【課題】多くの自治体が排水に必要な機材を有しておらず、浸水時の最適な排水計画につ

いて、国・県・市など関係機関間で事前に準備しておく必要がある。
大規模災害時には、排水機材の不足により浸水時間の長期化のおそれがある。

【主な取組】それぞれの機関で定期的に保守点検を行い排水機能の確保を保っている。
協議会の中で情報を共有し水害発生の際必要に応じて応援要請などを行う。

③－イ 浸水被害軽減区域の指定

【現状】浸水被害軽減区域の指定なし。
【主な取組】浸水被害軽減地区の検討に必要な地形データや氾濫シミュレーションデータを

提供。
水防管理者は必要に応じて浸水被害軽減区域の指定について検討を行う。
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④－ア 災害時及び災害復旧に対する支援強化

④－イ 災害情報の共有体制の強化

④その他
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④－ア 災害時及び災害復旧に対する支援強化

【主な取組】長崎地方気象台による、台風説明会の実施、災害対策本部への職員派遣・駐在。
災害支援資料等の提供。
大規模災害時にTEC-FORCEなどの派遣依頼。

③－イ 災害情報の共有体制の強化

【課題】災害情報をリアルタイムで情報共有できていない。
【主な取組】県HP防災ポータルによる災害情報の掲出。

災害情報収集・共有方法の検討。
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４）協議会の今後の進め方について
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開催日（予定） 内容

H29.2.6 協議会準備会

H29.5.23 第1回幹事会 ・第1回協議会に向けた意見交換、資料確認

H29.6.5 第1回協議会
・規約の確認
・長崎県管理河川の現状、取組状況について
・今後の取組目標について

H30.3.5 第2回幹事会 ・第２回協議会に向けた意見交換、資料確認

H30.3.23（予
定）

第2回協議会
・規約の改定について
・減災に係る取組について

H30.5（予定） 第3回幹事会

H30.6（予定） 第3回協議会
・H29実施状況、H30実施予定について
・情報伝達網の確認

協議会の今後の進め方

各関係機関の取組については、必要に応じて防災業務計画や地域防災計画等
に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組む
こととする。

毎年出水期前に協議会、幹事会を開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応
じて取組内容を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じ、
習熟、改善を図るなど、継続的にフォローアップを行うこととする。

なお、今後全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動向等を収集
したうえで、必要に応じ、取組項目を見直すこととする。
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